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令和２年第１版堺市選挙管理委員会・堺市明るい選挙推進協議会

（特集）ドント式について

選挙についてのお問い合せ

　衆議院、参議院の比例代表選挙で各政党等への当選人の配分は、ドント式といわれる方式で決め
られます。ドント式はベルギーの法学者ドントが考案した議席を割り当てるための計算方式です。
　①各政党の得票数を１から順に正の整数で割ります。（１．２．３・・・。）
　②割った後に求められた数字が大きい順に、定数の議席を配分します。
　③各政党の比例代表名簿への登載者の上位から順に、配分された議席まで当選者が割り当てら　
　れます。

１８歳になったら選挙に行こうのＰＤＦ版について
堺市選挙管理委員会事務局のホームページに「１８歳になったら選挙に行こう」のＰ
ＤＦ版を掲載しています。

例：定数が７議席の比例代表選挙において、各党の得票数を次のとおりとした場合

（１）から（７）は当選の順位を示しています。
この例では（１）から（７）の当選順位のとおり、ライオン党に3議席、クマ党に2議席、
パンダ党とウサギ党にそれぞれ1議席が配分されます。

郵便番号 所在地 電話番号

堺市選挙管理委員会 590-0078 堺区南瓦町3番1号
堺市庁舎内（高層館12階） 072-228-7875

堺区選挙管理委員会 590-0078 堺区南瓦町3番1号
堺区役所内（本館3階） 072-228-7263

中区選挙管理委員会 599-8236 中区深井沢町2470番地7
中区役所内（3階） 072-270-8181

東区選挙管理委員会 599-8112 東区日置荘原寺町195番地1
東区役所内（3階） 072-287-8200

西区選挙管理委員会 593-8324 西区鳳東町6丁600番地
西区役所内（4階） 072-275-1901

南区選挙管理委員会 590-0141  南区桃山台1丁1番1号
南区役所内（3階） 072-290-1800

北区選挙管理委員会 591-8021 北区新金岡町5丁1番4号
北区役所内（2階） 072-258-6706

美原区選挙管理委員会 587-8585 美原区黒山167番地1
美原区役所内（4階） 072-363-9311

選挙管理委員会

得票数 4,500 3,300 2,100 1,200

÷１ 4,500（1） 3,300（2） 2,100（4） 1200（7）
÷２ 2,250（3） 1,650（5） 1050（落選） 600（落選）
÷３ 1,500（6） 1,100（落選） 700（落選） 400（落選）

ウサギ党クマ党ライオン党 パンダ党

ウサギ党クマ党ライオン党 パンダ党

検索
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にゃんばぁーる

選挙や政治を身近に感じてもらえるように
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１８歳までに選挙権

176 か国

選挙権が１８歳以上に

なぜ１８歳からの選挙権が与えられたのか

主な各国の選挙権年齢（抜粋）
２５歳

２１歳

２０歳
１９歳

カメルーン
韓国

１８歳

１７歳

１６歳

アラブ首長国連邦
オマーン・クウェート・シンガポール・
マレーシアなど

米国・英国・イタリア・オーストラリア・
カナダ・ドイツ・フランス・ロシアなど
東ティモールなど

アルゼンチン・オーストリア・キューバ・
ブラジルなど

　２０１５年６月、選挙権年齢が２０歳以上から１８歳以上に引き下げられました。選挙権年齢の変更
は、実に７０年ぶりの出来事でした。
　皆さんはこれから１８歳になると選挙権が与えられ、選挙に参加することで、政治に自分の声を届け
ることができるようになります。来たるべき選挙への参加に向けて、選挙について学んでいきましょ
う！！

　１８歳以上に選挙権が与えられるようになった理由の一つとして、少子高齢化や人口減少が進む日
本において、若者の力があらゆる分野で必要とされていることが挙げられます。より若い世代が選挙
権を持つことで、これからの社会を担うことになる若い世代の意見を反映していくことが期待されてい
ます。
　ただ、１８歳から選挙権が与えられることは世界的に見て珍しいことではありません。世界の約９割
の国々で１８歳以上に選挙権が与えられています。

はじめに

にゃんばぁ
ーる

       めいす
いくんの紹

介
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　政治とは、私たちが国家や社会について重要と考えるものを、国家や社会としてどのような状態であ
ることが良いのか、優先順位をつけて決定することです。何が重要であり、どういった優先順位をつけ
るのが望ましいかは人によって様々な意見があります。
　より良い形となるように議論を行って、多様な意見を集約していくことが重要です。

　政治によって決定されることは様々ありますが、代表的なものが２つあります。１つは私たちが納め
る税金の使い道（予算）についてです。もう１つは国家や社会におけるルール（法律・条例）の制定・
改廃です。これらは国民や住民から選挙によって選ばれた議員・首長が議会で議論を行い、調整を図
りながら決定をします。議論を行うにあたって、個人や団体の考え方や意見、利害の対立を調整し、解
決していくことが必要になります。

　私たちが、選挙を通じて選出した代表者は、私たちの信託を受けた議員・首長として議会での議論
を経て、様々な政策を決定します。
　私たちが選んだ代表者が行う政治の内容によって、私たちの生活が大きく変わることになるかもし
れません。そしてその結果は、すべて私たちに返ってくるのです。そのため、有権者は選挙に立候補をす
る人の主張を見聞きして、自分の考えに最も近い人を選択し、その人に投票することになります。
　また、選出した後の私たちの代表者の行う政治についても、注意深く見つめる必要があります。

　それではそれぞれの人が持つ多様な意見を実際にどうやって集約をするのでしょうか。全員が一堂
に会して、話し合いをすることは、国や自治体の規模では不可能と言っても良いでしょう。そこで、私た
ちの意見を反映してくれる代表者が国民や住民の信託を受けて政治を行います。この代表者を投票に
よって決めることが「選挙」です。
　選挙は、私たちの意思を政治に反映させることのできる最も重要な機会です。

多くの人が仕事に
困らない社会に
してほしい

経済を活性化させる
政策を重点的に行い
ます

税金の負担をもう少し
軽くしてほしい

老後に安心して暮らす
ことができるように
してほしい

様々な意見

集約

代表者
（議員、首長）

政治家による議会での議論政治家による議会での議論

皆さんの意見を
反映します。

投票

投票

投票

投票

法律・条例

予算

議 決

この人なら
雇用を活性化
してくれそう

この人なら
減税政策を
行ってくれ
そうだな

この人なら
子育てを
応援して
くれるかも

この人なら
お年寄りを
大事にして
くれるかも

社会福祉を手厚く
する政策を重点的に
行います

A候補者 B候補者

政治と選挙

政治とは

選挙とは

政治によって決定されること

代表者を選ぶ

投票投票 投票投票

もっと子育てを
しやすい環境を
整えてほしい
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堺区

西区

中区

北区

南区

東区 美原区

南区

中区

西区

北区

比例代表選挙堺市は、近畿ブロック（定数 28人）

選び方

選び方

　選挙は国会議員を選ぶ「国政選挙」と都道府県知事や市区町村長、地方議会議員を選ぶ「地方選
挙」の２つに分けられます。それぞれの選挙の仕組みについて、説明します。

（１）国政選挙
　①衆議院議員総選挙
　　衆議院議員を一斉に選ぶ選挙です。任期は４年ですが、任期途中に解散による選挙が行われる　
場合もあります。小選挙区選挙は「候補者名」を、比例代表選挙は「政党名」を書いて投票します。

（２）地方選挙
 ①都道府県知事・市区町村長選挙
 　都道府県知事や市区町村長を選ぶ選挙です。堺市においては、「大阪府知事選挙」と「堺市長選挙」
があります。

②都道府県議会議員・市区町村議会議員選挙
　都道府県議会や市区町村議会の議員を選ぶ選挙です。堺市においては、「大阪府議会議員選挙」と
「堺市議会議員選挙」があります。選ばれる議員の定数は区によって異なります。下の図は各区で選ば
れる議員の定数です。

②参議院議員通常選挙
　参議院議員の半数を、３年ごとに改選する選挙です。衆議院議員選挙とは異なり、常に任期満了
（６年）によるものだけで解散による選挙が行われることはありません。選挙区選挙は、「候補者名」
を、比例代表選挙は「候補者名か政党名」を書いて投票します。

選挙の種類

衆議院
総定数：４６５人

参議院
総定数：２４８人

（３年ごとに半数改選）

小選挙区選挙
２８９人

比例代表選挙
１７６人

２８９選挙区

候補者名で
投票

政党名で
投票

有権者

有権者

１１選挙区

選挙区選挙
選挙区選挙
１４８人

都道府県が選挙区
（改選定数７４人）

比例代表選挙
１００人

候補者名で
投票

候補者名か
政党名で投票

全国が１つの選挙区
（改選定数５０人）

堺市内における小選挙区選挙の選挙区

比例代表選挙

堺区
大阪府議会議員
１人
堺市議会議員
９人 大阪府議会議員

１人
堺市議会議員
９人

東区および美原区
大阪府議会議員
１人

堺市議会議員
5人

東区

堺市議会議員
２人

美原区

大阪府議会議員
１人
堺市議会議員
７人

大阪府議会議員
１人
堺市議会議員
８人

大阪府議会議員
１人
堺市議会議員
８人

大阪府第１５選挙区
美原区、（松原市）、（富田林市）、（河内長野市）、
（大阪狭山市）、（南河内郡）

大阪府第１６選挙区
堺区、東区、北区

大阪府第１７選挙区
中区、西区、南区

投票の際には、お住まいの選挙区から立候補して
いる候補者を間違えないように、ご注意ください。

各政党等の総得票数（候

補者と政党の得票数の合

計）によって議席が配分

され、各政党の候補者の

中から得票数の多い順に

当選者が決定します。

都道府県を単位とする選
挙区から議員を選出しま
す。
得票数の多い順に当選人
が決定します。
大阪府の定数は、８人（改
選定数４人）
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（１）選挙権
　選挙権とは、その言葉のとおり、選挙に参加（投票）することができる権利のことを言います。選挙
権を持つためには、必す備えていなければならない条件（積極的要件）と、ひとつでも当てはまった場
合、選挙権を失う条件（消極的要件）があります。

（２）被選挙権
　権被選挙権とは、 みんなの代表として公職に就くことができる権利です。ただし、 一定の資格があ
り、それを持つには次の条件を備えていることが必要です。また、被選挙権を失う条件は、選挙権と同
様です。なお、年齢要件は選挙期日（投票日）時点で満たす必要があります。

　選挙権があっても、 実際に投票するためには、市区町村の選挙管理委員会が管理する選挙人名簿
に登録されている必要があります。選挙人名簿とは、選挙人（有権者）の範囲を確定しておくために、選
挙人を登録しておく名簿のことを言います。

（１）選挙人名簿に登録される人の条件
　①その市区町村に住民登録がある年齢満１８歳以上の日本国民であること
　②その住民票が作られた日から引き続き３か月以上、その市区町村の住民基本台帳に記録され　
　ていること

①外国籍の人や１８歳未満の人は登録されない。
②他の自治体から引っ越しをして３か月経過していない人は登録されない。

つまり

　進学や就職等で引っ越しをした場合に住民票を移す手続きをしないと、 引っ越し先の住所地で投
票できない場合があるので注意してください。以前の住所地で投票できる場合もありますので、わか
らないことがあれば、お近くの選挙管理委員会までお問い合わせください。

（２）登録
　選挙人名簿への登録は、市区町村の選挙管理委員会が毎年３月、６月、９月、 １２月（登録月）の原
則１日に行います。これを定時登録と言います。また、選挙が実施される場合にも行います。これを選
挙時登録と言います。なお、海外に住んでいる日本国民は、在外選挙人名簿（※１）に登録されれば、国
政選挙について、海外からでも投票ができます。
（※１）海外に居住する日本人有権者が在外投票を行えるように登録する名簿

（３）抹消
　選挙人名簿に登録されている人が、次の事項にあてはまった時は、その人は名簿から抹消されます。

　①死亡、または日本国籍を喪失したとき
　②転出日から４か月を経過したとき
　③在外選挙人名簿に登録されたとき
　④登録の際に、登録されるべき者でなかったとき

衆議院議員・
参議院議員の
選挙

知事・都道府県
議会議員の選挙

市区町村長・
市区町村議会
議員の選挙

・日本国民で満１８歳以上であること
※１８年目の誕生日の前日の午前０時か
ら満１８歳とされます。

・日本国民で満１８歳以上であり、 引き
続き３カ月以上その都道府県内の同一の
市区町村に住所のある者
※引き続き３カ月以上その都道府県内の
同一市区町村に住所を有していたことが
あり、かつ、その後も引き続きその都
道府県の区域に住所を有する者を含む。

・日本国民で満１８歳以上であり、 引き
続き３カ月以上その市区町村に住所のあ
る者



Ｑ
A

出典：総務省ＨＰ

衆議院議員総選挙の投票率の推移 第49回 衆院選年代別投票率

若者がもっと
投票に行くようになれば、

これまで以上に若者にも目を向けた
政策が打ち出されるように
なるかもしれないね♪

投票所入場整理券の見本

当日投票に関する ＆

Ｑ
A

Ｑ A
投票所入場整理券を持参していない場合は？
投票所入場整理券がなくても、投票所で名前や住所などを聞いて本人であることが
確認できれば投票することができます。
投票ができる時間は？

投票時間は、朝７時から夜８時までです。

投票の流れ

　若者が投票に行かないと生じる問題の一つとして、政治に対する若者の存在感が低下してしまうこ
とがあげられます。そうなると、若者に向けた政策が打ち出されにくくなってしまいます。これによっ
て、若者の投票離れが更に進んでしまうという悪循環に陥いる可能性があります。

投票率の現状

若者の投票率が低いことの問題点

投票率について

投票所入場整理券

当日投票の流れ

　投票率とは、有権者のうち実際に投票した人の割合のことをいいます。この投票率は、年々低下傾
向にあります。下の図は衆議院議員総選挙における全世代の投票率の推移と、第４9回衆議院議員総
選挙（令和３年）の年代別投票率です。

　選挙が公示（告示）されたら、選挙人名簿に登録されている人のもとに投票所入場整理券が届けら
れます。（堺市では、封筒に世帯分がまとめて送られてきます。）この券には、選挙の日時や自分が行く
べき投票所の場所などが記
載されています。
　この券を持参して投票所に
行ってください。

この図を見ても、投票率が低下傾向にあり、特に２０歳代以下の世代の投票率が低いことが分かり
ます。

う
ら
を
ご
ら
ん
く
だ
さ
い

堺区

堺区

投票所入場整理券

投票時間

投票所
案内図
N

午前７時から午後８時まで

名簿対照印欄

名簿対照整理欄 投票区番号 ページ番号 番号
103

選挙人氏名

様

７  月 ２１  日 （日）
参議院議員通常選挙

第３投票区
投 票 所

三宝校区地域会館１階
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投票箱に入れます。

Let’s go!

選挙人名簿に名前がある
本人かどうかの確認をうけます。

投票用紙を貰います。

決められた記載方法に従って
候補者名などを記入します。

名簿対照係

投票箱

投票用紙交付係

投票記載台

67.62

59.65

62.49

59.86

67.51

69.28

59.32

52.66
53.68

55.93

50

55

60

65

70

75

第40回
(平成5年)

第41回
(平成8年)

第42回
(平成12年)

第43回
(平成15年)

第44回
(平成17年)

第45回
(平成21年)

第46回
(平成24年)

第47回
(平成26年)

第48回
(平成29年)

第49回
(令和3年)

(%)

0

10

20

30

40

50

60

70

80

18歳-19歳 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代以上

(%)

10 11

受付



1 投票用紙を請求（郵送）
住所地の自治体のホームページで不在者投票請
求書・宣誓書をダウンロードし、記入したもの
を郵送します。

2 投票用紙が入った封筒を受け取る（※３）
封筒の中に入っている不在者投票証明書を開封
したり投票用紙に予め記入してしまうと、投票で
きなくなるので注意しましょう。

（※１）期日前投票時間は原則として午前８時３０分から午後８時までです。

（※３）投票用紙の請求から届くまでに数日かかるので余裕をもって手続きしましょう。
☆このほか、在外投票制度や、障害のある方などの郵便による不在者投票制度もあります。

公示日または
告示日の翌日 投票日の前日公示日または
告示日の翌日 投票日の前日

有権者 住所地の選挙管理委員会

滞在地の選挙管理委員会

情報収集

　投票日当日に予定がある場合は「期日前投票」ができます。投票日に学校や仕事、旅行などの予定が
入っていて投票に行けない人のために、公示（告示）日の翌日から投票日の前日まで投票することがで
きる期日前投票制度があります。期日前投票ができる場所は各区役所に設けられています。自分が投
票できる期日前投票所は、投票所入場整理券に書いてありますので、予め確認をしておきましょう。

　情報収集の手段は様々ありますが、１つの情報だけをうのみにするのではなく、複数の情報を比
較・検討して、情報を理解する力のことをメディアリテラシーと言います。様々な意見や情報に触れ
て、このメディアリテラシーを培っていくことが大切です。

様々な投票制度

期日前投票制度

不在者投票制度

期日前投票期間（※１）期日前投票期間（※１）

滞在地での不在者投票の方法

3 滞在地の選挙管理
委員会で投票する。
（届いた書類を持参）

4 投票用紙を送付

インターネット テレビ・新聞などのマスメディアによる報道

選挙ポスター 街頭演説

候補者や政党のビラ 選挙公報

演説会 政見放送

1

2

3

4

5

6

7

8

●●

 

●

×

△
党

○△党×△党

×▲党

　旅行や出張などで、選挙期間中に住所地以外の市区町村に滞在している有権者は、滞在先の市区
町村で不在者投票ができます。また、指定された病院等に入院している人は施設内で不在者投票が
できます。

　実際に選挙が行われることになると、どの候補者や政党に投票してよいかわからないと思うことが
あります。そこで、まずは情報収集を行うところから始めてみましょう。ただ、情報収集といっても、
様々な方法がありますので、いくつか紹介します。

　政党や候補者がホームページやブログ、ＳＮＳ等を
利用して、政策・主張を発信しています。
　このほかにも、選挙の争点に関する質問に答えて
いくことで、自分の考え
に近い候補者や政党が
表示される「ボートマッ
チ」というコンテンツも
あります。

　候補者や政党の政策・主張などが記載されたA4 サ
イズの印刷物です。
　新聞折込や街頭演説・
候補者の選挙事務所等
で頒布されています。

　候補者のプロフィールや顔写真、政策・主張など
を掲載した文書です。選挙管理委員会が各世帯へ配
布しており、選挙管理委
員会のホームページ上で
も公開されています。

　立候補した候補者や政党がテレビやラジオに出演
して、政策・主張を発信するものです。
（国会議員および都道府
県知事を選ぶ選挙の場
合のみ）

　選挙が近づくと、候補者の名前や顔写真が掲載さ
れた選挙運動用ポスターを候補者が公営（公設）の
掲示板に貼付します。

　学校や公民館、市町村の選挙管理委員会が指定す
る施設等で、候補者や政党が政策・主張を述べて、
有権者に投票の依頼を
呼び掛けるものです。

　駅前や街頭などの公共の場で政党や候補者が政
策・主張を発信するものです。

　テレビや新聞では、選挙前に候補者や政党の政
策・主張や選挙の争点などが特集されたり、解説さ
れます。
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（１）文書図画による選挙運動
例：・ポスター掲示
　　・ビラ、はがきの頒布
　　・選挙公報
　　・新聞広告

（２）言論による選挙運動
例：・街頭演説
　　・演説会
　　・選挙カーからの連呼行為（※１）
　　・政見放送
　　（※１）短時間に一定の文言を連続反覆して呼称すること。

1

2

3

4

5

6

7

8

●選挙運動とは

　選挙運動は、候補者が当選するための活動ですが、選挙が公示・告示されて以降、投票日の前日ま
でに限って認められます。その前に運動を始めると「事前運動」という法律違反になります。選挙運動
の内容は大きく次の２つに分類されます。

１．選挙運動ができる期間
　選挙運動は公示・告示日に立候補の届出を済ませてから投票日の前日までに限り、行うことがで
きます。決められた期間以外に選挙運動を行うことは法律で禁止されています。なお、街頭演説や選
挙カーからの呼びかけは午前８時から午後８時までしかできません。

２．選挙運動をすることができる人
　候補者だけでなく、一般の有権者もすることができます。
ただし、選挙運動は１８歳以上でなければすることができません。
　１８歳未満の人が選挙運動を行うことは法律で禁止されています。

３．一般の有権者が選挙運動としてすることができる行為の例
　・家族や友人に、特定の候補者（政党）への投票を依頼すること
　・電話で、特定の候補者（政党）への投票を依頼すること

　２０１３年に法律が改正され、国政選挙、地方選挙においてウェブサイト等を利用した選挙運動がで
きるようになりました。なお、通常の選挙運動と同様に１８歳未満の人はすることができません。

（１）ウェブサイト等の例
　・ホームページ
　・ブログ
　・ＳＮＳ（ツイッター、フェイスブック等）
　・動画共有サービス（ＹｏｕＴｕｂｅ、ニコニコ動画等）
　・動画中継サイト（Ｕｓｔｒｅａｍ、ニコニコ動画の生放送等）
　（※）連絡先の表示義務
　　　 ウェブサイト等を利用して選挙運動を行う場合は、メールアドレス等の連絡先を表示する必要があります。
　　　 表示する連絡先は、ＳＮＳのアカウントや返信用ＵＲＬ等でも問題ありません。

（２）電子メールの利用について
　電子メールを利用した選挙運動は、候補者・政党等のみが行うことができます。一般の有権者は行
うことができません。

選挙運動とは

インターネット選挙運動

選挙運動のルール

禁止されている行為の例

選挙運動

１８歳
未満

○▲党

△×

△×

●● 

●

○
△
党

戸別に有権者の家や会社に訪問して投
票を依頼してはいけません。

金品や食事の提供の見返りに票を獲得
しようとしてはいけません。

投票を呼びかける電話やビラ配りなど
でアルバイト代をもらってはいけませ
ん。

決められた場所以外で選挙運動用ビラ
（チラシ）を配ってはいけません。

１．選挙運動全般

●● 

●

○
△
党

○△
党
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２．インターネット選挙運動

（※）インターネット選挙運動も選挙運動期間外にしてはいけません。

（１）禁止されている寄附の例

※政治家本人が結婚披露宴、葬式等に自ら出席してその場で行う場合は罰則が適用されない場合があります。

明るい選挙の実現にむけて

　私たち国民が、買収や供応などの不正を排除し、選挙が公正かつ適正に行われ、私たちの意思が政
治に正しく反映される選挙を「明るい選挙」といいます。
　この「明るい選挙」を推進している公益財団法人明るい選挙推進協会は、

①選挙違反のないきれいな選挙が行われること、
②有権者がこぞって投票に参加すること、
③有権者が普段から政治と選挙に関心を持ち、候補者の人物や　
　政見、政党の政策などを見る目を養うこと
の３つを目標に活動しています。

（２）三ない運動
　三ない運動とは、政治家（候補者、候補者になろうとする者、現に公職にある者）の寄附について「贈
らない、求めない、受け取らない」というルールを守り、公平公正な明るい選挙を実現しようという運
動です。

　政治家が選挙区内の人にお金や物を贈ることは、法律で禁止されています。また、有権者が寄附を
求めることも禁止されています。

明るい選挙とは

寄附の禁止

改ざん

絶対ダメだよ！

→これらに違反すると、通常の選挙運動の場合と同様に罰則があります。

嘘誹謗
中傷

候補者や政党以外がメールを使って選挙運動を
してはいけません。
また、有権者が受信した選挙運動用電子メール
を転送してはいけません。

ホームページや電子メール等を印刷し
頒布してはいけません。

選挙運動用文書図画を記録したＤＶＤ
やＵＳＢ等の媒体を頒布してはいけま
せん。

候補者に関し虚偽の事項を公開したり、悪
質な誹謗中傷行為をしてはいけません。

氏名等を偽って通信してはいけません。 候補者等のウェブサイトを改ざんして
はいけません。

地域の運動会・
スポーツ大会への
飲食物等の差入

お祭りへの寄付・
差入

町内会の集会・
旅行等の催物への
寸志・飲食物の
差入

祝

落成式・
開店祝等の
花輪

〇
〇

葬儀の花輪・
供花

秘書等が代理で
出席する場合の
結婚祝

病気見舞入学祝・卒業祝お歳暮・お年賀 秘書等が代理で
出席する場合の
葬儀の香典
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日本国憲法

　日本での初めての選挙は１８９０年の第１回衆議院議員選挙です。この時点において、選挙権が与え
られたのは当時としては高額な税金を納めた２５歳以上の男性で、限られた一部の人しか選挙に参加
することが許されませんでした。また、この時は、投票時に記名捺印が必要でした。

　１９００年に法律が改正されたことによ
り、選挙権を得るために必要な納税額が引
き下げられました。しかし、それでもまだ選
挙権が与えられたのは限られた一部の人で
した。この頃から多くの人に選挙権を与える
ことを求める声が大きくなっていきます。ま
た、この改正により投票時に記名捺印が不
要となり、以降の選挙でも継続して記名捺印
は不要となりました。

　冒頭でも触れましたが、戦後に選挙権年齢が引き下げ
られてから７０年経ち、新たに選挙権が与えられる年齢
が１８歳に引き下げられました。これまでの歴史を振り返
ると、選挙権は多くの人たちの運動によって得られた大
切な権利です。どうかこの大切な権利を無駄にせず、選
挙に参加していきましょう。

　太平洋戦争終了後、様々な改革が行われました。その
改革の一つとして、女性に参政権が与えられることにな
りました。そして、参政権が与えられる年齢も従来から引
き下げられ２０歳からとなりました。日本で初めての選挙
から５５年以上の年月を経て、財産（納税額）や性別によ
る制限を受けない普通選挙が実現しました。
　戦後の大きな変化として、日本の憲法は一新され、そ
れまでの日本の憲法であった大日本帝国憲法から、日本
国憲法へと移り変わります。
　大日本帝国憲法は、天皇によって制定された欽定憲法
であったのに対し、日本国憲法は国民によって制定された民定憲法です。日本国憲法では、主権が国
民にあるとされ、国民が国のあり方を決めるという「国民主権」は、「基本的人権の尊重」や「平和主
義」と合わせて、日本国憲法の基本原理とされています。日本はここから民主主義国家への道を歩み
始めることとなりました。

（特集）選挙のあゆみ

明 治
昭和（戦後）

国
民
主
権

基
本
的
人
権
の
尊
重

平
和
主
義

昭和２０年
（１９４５年）

平成２７年
（２０１５年）

明治２２年
（１８８９年）

明治３３年
（１９００年）

大正８年
（１９１９年）

大正１４年
（１９２５年）

大 正

平 成

２０歳以上の男女
（全人口の約５１.２％）

１８歳以上の男女
（全人口の約８４.５％）

２５歳以上の男子
（直接国税１５円以上）
（全人口の約１.１％）

２５歳以上の男子
（直接国税１０円以上）
（全人口の約２.２％）

２５歳以上の男子
（直接国税３円以上）
（全人口の約５.４％）

２５歳以上の男子
（納税要件なし）

（全人口の約２０.１％）

日本国憲法三大原則

　大正時代に入ると、民主主義の考え方が国民に広がりを見せ、国民の声を政治に反映させることを
求める運動が各地で行われるようになりました。政治や社会、文化等において民主主義を求める運動
は「大正デモクラシー」と呼ばれています。
　この時代になると、全ての成人に選挙権を与えることを求める普通選挙運動が活発に行われること
になりました。

　１９１９年には法律が改正され、選挙権を
得るために必要な納税額が更に引き下げら
れました。その後、１９２５年には、納税額に
よる制限が撤廃され、２５歳以上の男性に選
挙権が与えられることになりました。しかし、
この時代ではまだ女性や２４歳以下の人に
は選挙権は与えられていませんでした。この
選挙権の要件は太平洋戦争終了後まで続き
ます。
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